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物価高対応・総合緊急対策の解剖 
～ＧＤＰ押し上げ効果は限定的、エネルギー政策は骨太 2022のテーマに～ 

第一生命経済研究所 経済調査部  

主任エコノミスト 星野 卓也（℡：03-5221-4547） 

（要旨） 

〇政府は今年度の２段階経済対策の第１弾にあたる総合緊急対策を決定。燃料油価格の上昇抑制の

延長・拡充や低所得子育て世帯への給付金が柱になる。財源には予備費のほか補正予算を編成。

利用した予備費は補正予算で再度積み増す形とする。 

 

〇燃料油価格対策や給付金のＧＤＰの押上げ効果は 0.3～0.5兆円程度（年間ＧＤＰの 0.06%pt～

0.09%ptに相当）と限定的。公共事業の前倒し実施も行われるが、資材・人材不足や建設コスト上

昇等もあり、実質ＧＤＰの押し上げ効果は不透明である。 

 

〇6月の骨太方針でもエネルギー政策はテーマになっていきそうだ。前例のないパンデミックの中で

大規模なコロナ対策予備費には正当性があったが、今後の予備費運用の方法について、コンセン

サスを形成しておくことは必要だと考えられる。 

 

〇物価高対策を決定 

 政府は 26日に『コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」』を決定した。先週レポ

ート1でもまとめた通り、今年度の経済対策は今回の物価高対策と参院選後の「新しい資本主義」実現

のための経済対策、の２段階になり、今回決定の対策はその第１弾にあたる。対策のフレームは資料

１の通り。燃料油価格上昇抑制策の延長や低所得子育て世帯への給付金などが柱だ。財源として 2022

年度予算の一般予備費・コロナ予備費を用いる（1.5兆円）ほか、補正予算（2.7兆円）を編成する。

資料２の通り、補正予算は 6～9月の燃料油対策 1.2兆円が計上されるが、残りの 1.5兆円は本対策で

消化する予備費の補填に充てる。今回支出されることが決定したのは予備費分（1.5兆円）と補正予算

の燃料費対策分（1.2兆円）の 2.7兆円となる。 

資料３では対策の主な事業を整理した。①原油高騰対策、②エネルギー・原材料・食料等安定供給

対策、③中小企業対策等、④生活困窮者等への支援の４本柱のほか、公共工事の前倒し執行を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 
1 Economic Trends「物価高対策にも補正予算編成へ～参院選前と後、補正予算は２度組まれることに～」（2022 年 4月

22 日）https://www.dlri.co.jp/report/macro/186096.html 

https://www.dlri.co.jp/report/macro/186096.html
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資料１．コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」のフレーム 

 
（注）国費 6.2 兆円のうち、予備費・補正予算以外の部分（2.0 兆円程度）の内訳は明らかにされていないが、成立済

みの予算や財政投融資の額が計上されていると考えられる。 

（出所）首相官邸「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」より第一生命経済研究所作成。 

 

資料２．想定される 2022年度補正予算フレーム 

 
（出所）首相官邸、財務省などをもとに第一生命経済研究所作成。 

 

資料３．コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」の主な内容 

Ⅰ．原油価格高騰対策                                      

 ・燃料油に対する激変緩和事業の延長＆拡充（９月まで）  

  基準価格を 172 円→168 円に引き下げ 

  支給幅を 25 円→35 円、更なる超過分についても 1/2 を支援 

  ガソリン・灯油・軽油・重油のほか、航空機燃料も対象に 

 ・漁業、農林業、運輸業、生活衛生関係営業、タクシー事業者等への支援  

   

Ⅱ．エネルギー・原材料・食料等安定供給対策                            

 ・省エネ住宅、ビル、クリーン自動車の普及推進など  

 ・事業者間の燃料融通、ＬＮＧ・石油の上流開発投資へのリスクマネー供給支援  

 ・半導体製造用ガス、パラジウム、石炭等の国内生産設備増強など  

 ・輸入小麦から国産の米、米粉、国産小麦への切り替えを支援  

 ・4 月期政府売渡価格での製粉企業等への安定供給  

 ・観光事業者への支援  

   

Ⅲ．新たな価格体系への適応の円滑化に向けた中小企業対策等                    

 ・賃上げ・価格転嫁対策  

 ・政府系金融機関による実質無利子無担保融資を 9 月末まで延長  

 ・セーフティネット貸し付けの更なる金利引き下げ  

国費 事業規模

うち予備費 うち補正予算

Ⅰ．原油価格高騰対策 1.5 0.3 1.2 1.5

Ⅱ．エネルギー・原材料・食料等安定供給対策 0.5 0.1 - 2.4

Ⅲ．新たな価格体系への適応の円滑化に向けた中小企業対策等 1.3 0.1 - 6.5

Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等に直面にする生活困窮者等への支援 1.3 1.0 - 1.3

Ⅴ．今後への備え 1.5 - 1.5 1.5

合計 6.2 1.5 2.7 13.2

6～9月の燃料油価格激変緩和・業種別対策 1.2 新規国債発行 2.7

追加・通常予備費 0.4

追加・コロナ＆物価対策予備費 1.1

歳出 歳入
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 ・便乗値上げ対策  

   

Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援                    

 ・緊急小口資金等の特例貸付などの申請期限を 8 月末まで延長  

 ・雇用調整助成金の特例措置等の延長（5 月末までに内容決定）  

 ・低所得の子育て世帯に子ども一人当たり 5 万円を給付  

 ・住民税非課税世帯へのプッシュ型給付を行うための運用改善  

 ・地方自治体による物価高騰対策のために地方創生臨時交付金を拡充  

   

Ⅴ．今後への備え                                           

 ・対策で消化した一般予備費とコロナ予備費を補填、それぞれ元の水準（0.5 兆円・5.0兆円）を確保  

 ・「コロナ対策予備費」を「コロナ・原油価格物価高騰対策予備費」に改組、使途拡大  

   

Ⅵ．公共事業前倒し執行                                       

 ・2022 年度予算の公共事業を前倒し執行  

 

Ⅶ．その他                                           

 ・対策内容の周知徹底  

（出所）首相官邸「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」より第一生命経済研究所作成。 

 

〇ＧＤＰに対する効果は限定的か、ＣＰＩ総合指数を 0.5％pt押し下げ 

 今回の対策において、ＧＤＰの押し上げ（下支え）に効きそうな部分は燃料油対策（計 1.5兆円）

や低所得子育て世帯向けの給付金（0.2兆円程度）になる。限界消費性向を 20％～30％程度と置けば

ＧＤＰの押し上げは 0.3～0.5兆円程度（年間ＧＤＰの 0.06%pt～0.09%ptに相当）になる。地方創生

臨時交付金で実施される事業等も押上げ効果を発揮するかもしれないが、いずれにせよＧＤＰへの影

響は限定的だろう。また、公共工事の前倒し執行は過去に消費税率引き上げ時の景気対策としても用

いられたものだ。前倒し実施は、参院選後に成立見込の第２弾経済対策（第２次補正予算）におい

て、公共事業の追加を行うことも見越されているとみられる。公共事業については、資材・人材の不

足による執行遅れ等がみられており、ＧＤＰの押上げ効果が分散（薄く長く）なっているのが近年の

特徴である。なお、政府資料によれば、ＣＰＩ総合指数を▲0.5pt押し下げるとされている2。 

 

〇骨太方針はエネルギー政策に言及か 

 対策本文では「本年６月までに、新しい資本主義実現会議における議論を通じて、新しい資本主義

のグランドデザインと実行計画を取りまとめるほか、骨太方針 2022を取りまとめる。」として、例年

通り 6月の骨太方針を策定することを定めた。参院選後に実施される第２弾経済対策もこれに沿った

ものとなるだろう。石油・ＬＮＧをはじめとした輸入エネルギーに依存する経済構造の脆弱さが原油

高騰によって露になる中で、脱炭素化の促進などが俎上に載るとみられる。また、今回対策本文では

「原子力を含めあらゆる電源の最大限の活用を進めていかなければ、国民生活や経済活動に不可欠な

 
2 原油価格の高騰が続き、対策がフル稼働した場合と考えられる。 
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電力の安定供給の確保に影響が出るおそれがある。」との記述も盛り込まれた。次回骨太方針ではエ

ネルギー政策がテーマとなっていきそうだ。 

 

〇予備費運用に関する議論を 

予備費の増額や使途拡大は、財政政策の「柔軟性」と「民主性」のバランスをどう考えるか？とい

う財政運営の課題を突き付ける。政府裁量で利用できる予備費は、状況に合わせた迅速な対応が可能

（柔軟性）というメリットの傍らで、歳出時には国会議決が必要、という財政民主主義の原則（民主

性）の抜け穴としての性格も持つ。これまでに経験のないパンデミックへの対応、という理由で大規

模なコロナ対策予備費には正当性があったが、今後の予備費運用の方法について、コンセンサスを形

成しておくことは必要だと考えられる。 

 

以上 


